※この例は、地区の健全育成に関する諸団体が新たに規約を設ける際の参考例です。したがって、地区の実情に応じ必要な箇所を修正、削除して作成してください。
青少年健全育成推進協議会の場合の標準的な規約例 
○○地区青少年健全育成推進協議会規約

　（名称）

第１条　この団体は、○○地区青少年健全育成推進協議会（以下「協議会」という。）という。

　（目的）

第２条　協議会は、○○地区において青少年の健全育成に寄与することを目的とする。

　（事業）

第３条　協議会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。

(1) 青少年健全育成に関する事業

(2) 青少年の非行・被害防止に関する事業

(3) 家庭の日の推進に関する事業

(4) その他この団体の目的を達成するために必要な事業
　（会員）

第４条　協議会の会員は、○○地区の住民とする。

　（役員）

第５条　協議会に次の役員を置く。

　(1) 会長　１人

　(2) 副会長　○人

　(3) 理事（会長及び副会長を含む。）　○人以上○人以内

　(4) 監事　２人

　２　役員は、総会において（区長が）選任する。

　（職務）

第６条　会長は、協議会を代表し、会務を総理する。

２　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。
３　理事は、理事会を構成し、会務の執行を決定する。
４　監事は、次の職務を行う。
　(1) 決算の状況を監査すること。
　(2) 理事の業務執行の状況を監査すること。

　（任期）

第７条　役員の任期は、１年とする。ただし、補欠又は増員により選任された役員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。

２　役員は、再任されることができる。

　（会議）

第８条　協議会の会議は、総会及び理事会とし、総会は、通常総会及び臨時総会とする。

２　通常総会は、毎年３月に開催し、臨時総会は、理事会が必要と認めたとき、又は総会員の２分の１以上の請求があったときに開催する。

３　総会は、次の事項を議決する。

　(1) 予算及び決算に関すること。

　(2) 事業の計画に関すること。

　(3) 規約の改正に関すること。

　(4) その他協議会の運営に関する事項 

４　理事会は、会長が必要と認めたとき、又は理事の現在数の２分の１以上から会議の目的たる事項を示して請求があったときに開催する。

５　理事会は、次の事項を議決する。

　(1) 総会の議決した事項の執行に関すること。

　(2) 総会に付議すべき事項
　(3) その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

　（議長）
第９条　総会の議長は、その総会に出席した会員のうちから選任する。

２　理事会の議長は、会長がこれに当たる。
　（定足数）
第１０条　会議は、総会においては会員、理事会においては理事の２分の１以上の出席がなければ、開会することができない。
　（議決）
第１１条　総会の議事は、出席した会員の過半数の同意をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
２　理事会の議事は、出席した理事の過半数の同意をもって決する。
　（会計年度）
第１２条　協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。
　（書類の備付け等）

第１３条　協議会には、次に掲げる書類及び帳簿を備える。
　(1) 規約
　(2) 役員名簿
　(3) 会員名簿
　(4) 事業計画書及び収支予算書
　(5) 会議の議事に関する書類

　(6) 事業の実施に要した文書及び事業の実施に要した経費の証拠書類
　(7) その他必要な書類及び帳簿

　（委任）
第１４条　この規約の施行について必要な事項は、会長が総会の議決を経て別に定める。
　　　附　則
１　この規約は、平成２４年４月１日から施行する。

（４月１日以外の場合、追加の附則）
２　この規約の施行の日における役員は、第５条第２項の規定にかかわらず、別紙役員名簿のとおりとし、その任期は、第７条第１項の規定にかかわらず、この規約の施行の日から平成２５年３月３１日までとする。

３　この規約の施行の日の属する年の会計年度は、第１５条の規定にかかわらず、この規約の施行の日から平成２５年３月３１日までとする。
